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研究成果の概要（和文）： 本研究は、若者の避妊しない性行動の予防と人工妊娠中絶の減少に向けて、ECの適
正な使用にむけてOTC医薬品としているタイ国と医師の処方としている日本を対象に、緊急避妊診療の現状と大
学生のECについての知識と考えからECの適正な使用を阻害する要因と適正使用に影響する要因を明らかにするこ
とである。
　A県の緊急避妊診療の現状から妊娠阻止率が高いノルレボ錠の使用が6割であること。医療施設でECに関する情
報提供が少ないこと判明した。大学生対象のプレテスト結果からECに対する知識が低いことが判明した。

研究成果の概要（英文）：　The objective of this research is to identify factors that can be 
inlfuential-both on deterrent and helpful phases for the appropriate usage of the emergency 
contraceptive (EC).  The root aim of this study is to protect young people from unwanted pregnancy 
and to decrease the number of abortion.  The target is college students in Thailand and Japan.  
People can get EC at OTC in Thailand whereas in Japan doctors’ prescription is necessary.
　The following three features can be pointed out in the cases reported in ‘A’ prefecture: (1) 
only 60 %  among the emergency clinical treatment use the NORUREBO tablets with the high pregnancy 
blocking rate, (2) the clinics give few information on EC, and (3) knowledge for the EC was 
insufficient as seen in the pretest results among university students.

研究分野：母性・助産

キーワード： 緊急避妊薬　大学生　緊急避妊診療
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
①  研究の学術的背景 
緊急避妊薬（以下「EC」という）は、避
妊しなかった、避妊の失敗、レイプ等の結
果起こる望まない妊娠を防ぐための最後の
手段として WHO からも推奨され、多くの国
で使用されている。特にレボノルゲストレ
ル単独剤（以下「LNG」という）は性交後
72時間以内の内服で約 9割の妊娠を防ぐこ
とができ（Rodrigues. et al., 2001）、WHO
からも効果と安全性が報告されている（WHO，
2010）。一般用医薬品（以下「OTC 医薬品」
という）として購入可能な国では、学生の
望まない妊娠による学業中断や人工妊娠中
絶を防ぐ方策として大学の保健センターで
の配布や、避妊の失敗やレイプ時に直ちに
使用できるように常備薬として配布するな
どの普及がされている。しかし、EC に関し
ての知識や意識が低く適切な使用がされて
いない（Addo. et al., 2009; Glasier. et 
al., 2004; Trieu. et al., 2010; Yapici. 
et al., 2010）。EC の①効果を知らない、
②入手先や入手方法を知らない、③中絶薬
と思い使用に抵抗がある、などの知識不足
や誤解により使用しないこと（Teuxeira. 
et al., 2012; Miller.,2011）、さらに、EC
に関する指導が不十分なため、④EC を通常
の避妊法として瀕回に使用する、⑤ECの効
果を確認する前に性行為を開始し再び妊娠
する（Keesbury. et al., 2011; Blanchard. 
et al,2003；バンコク週報, 2011））などと
いうことが起きている。 
日本は 2011 年に LNGを ECとして正式に
認可されるまでは、医師の責任のもとで中
用量ピルを EC として使用していた。北村ら
の全国調査（2010）によると、EC の周知度
は約 3 割であった。また、EC 使用者は 20
代以下の者が約 9 割を占め、コンドームに
よる失敗理由が約 7 割であった（北村, 
1998；福武他, 2006；塚本他, 2008）。 
望まない妊娠を予防するためには、1.避
妊失敗時に EC を確実に使用できるように
普及すること、2.EC 使用を繰り返さないた
めの性教育と確実な避妊の実施の指導が必
要である。日本では日本産科婦人科学会で
EC の適正使用に関する指針を打ち出し、EC
使用後の教育を推奨しているが、EC の普及
が十分でない。 
 
２．研究の目的 
  若者の避妊しない性行動の予防と人工
妊娠中絶の減少に向けて、EC の適正な使用の
ための基礎的研究として、OTC 医薬品として
いるタイ国と医師の処方としている日本を
対象に、背景となる性行動の実態、EC に関す
る知識と意識、使用法などの実態などから EC

の適正な使用を阻害する要因と適正使用に
影響する要因を明らかにする。 
（1） 人口妊娠中絶実施率の高い A 県におけ
る緊急避妊診療の現状を明らかにし、
望まない妊娠の削減にむけた看護介入
の示唆を得る。 

（2） 若者が緊急避妊を有効に活用すること
ができるように、OTC 医薬品として使
用しているかタイと医師の処方が必要
な日本において、緊急避妊薬に対する
知識と意見について比較し、若者が緊
急避妊を適切に使用するための介入に
示唆を得る。 
 

３．研究の方法 
(1) 緊急避妊診療の現状 
① 対象 
A 県の産婦人科診療を実施している一
次医療施設 
② データ収集方法 
避妊診療の現状について質問紙を用
いてデータ収集を行った。 
調査内容は、施設の所在医療圏（県
内を地域周産期保健医療体制に基づき
分けられた医療圏）、緊急避妊診療の現
状に関する 6 項目（年間または月間の
緊急避妊診療件数、使用している EC
の種類、診療件数の前年度比、主に処
方する EC、性交後 72～120 時間以内の
EC 処方の有無、ノルレボ錠の費用）、
緊急避妊診療時の指導状況に関する 6
項目（診療時の男性の同伴、指導時間、
看護職の指導関与と今後の関与希望、
その後の避妊効果の高い避妊法の勧め
とその開始割合）、EC の情報提供内容 
③ 分析方法 
各質問項目を単純集計し、記述統計
量を算出してその動向を把握した。地
域は医療圏を県庁所在地のある中央部
とその他の 2 分類で区分した。統計ソ
フトは SPSS.ver24.0 を使用した。 
④ 倫理的配慮 
研究者が所属している大学の医の倫
理委員会の承認と A 県産婦人科医会の
承認を得た。また、対象施設の施設長
に研究の趣旨、研究協力の任意性、匿
名性の保持、結果は学会などで発表す
る旨を明記した依頼文と質問表を郵送
した。回答の返信をもって同意が得ら
れたものとした。 
(2) 大学生の緊急避妊薬に対する知識と
意見 
① 対象 
タイ国ハジャイ群と宮崎県の国立大
学の学生を対象とする。研究協力の同
意の得られた学生の 1 年～4 年生（18
歳以上）で、研究の目的を紙面で説明
して研究協力の同意が得られ、質問紙
の回答を得た学生を対象とする。 
② データ収集方法 



タイ国研究者と質問内容を検討した
質問紙を用いてのデータを収集する。 
 調査内容は、学年や年齢、学部、生
活スタイル、宗教などの基本的属性、
EC の使用経験と情報源、EC 使用に関す
る気持ちや行動、EC の基本的知識 11
項目と意見 17 項目とした。 
③ 分析方法 
 各質問項目を単純集計し、記述統計
量を算出してその動向を把握した。A
県、タイ国のそれぞれの現状を集計す
る。その後両国の比較を行う。統計ソ
フトは SPSS.ver24.0 を使用する。 
④ 倫理的配慮 
 研究者が所属しているそれぞれの大
学の医の倫理委員会の承認と各学部の
長の承認を得る。またた、対象者には
研究の趣旨、研究協力の任意性、匿名
性の保持、結果は学会などで発表する
旨を明記した依頼文を用いて説明し、
回収箱に回収する。回答の回収をもっ
て同意が得られたものとする。 

 
４．研究成果 
(1) 緊急避妊診療の現状 
A 県内の産婦人科診療を行っている 43
施設に送付し、21 施設から（回収率
48.8％）の有効回答を得た。 
① 施設の所在圏 
21 施設の所在する診療圏は中央部
10 施設、北部 4施設、南部 1施設、
西部 6 施設で、すべての診療圏にお
いて緊急避妊診療が行われていた。 
② 緊急避妊診療の年間件数 
年間の緊急避妊診療件数は、無回答
の 1 施設を除く 20 施設の総診療件数
498 件、1施設の平均件数 24.9（σ:±
21.6）件、最少件数 4件、最多件数 84
件であった。 
10 件ごとの頻度でみると、一番多い
のは年間 11～20 件で 7 施設であった。
次は 1～10 件が 5 施設、21～30 件が 4
施設、51 件以上が 3施設であった。 

③ EC の使用状況 
使用している EC は、ノルレボ錠とヤ
ッペ法の両方が 2 施設、ノルレボ錠の

みが 10 施設、ヤッペ法のみが 9施設で
あった。妊娠阻止率が高く、副作用の
少ないノルレボ錠を使用している医療
施設は 6 割であった。医療圏別の使用
している EC は表 1の通りであった。 
 
 
 
            

EC 使用数の前年度比は、「増加」が 9
施設、「同じ」が 11 施設、「減少」が 1
施設であった。 
ノルレボ錠とヤッペ法の両方を使用
している2施設で多く処方しているEC
は、１施設がノルレボ錠、１施設がヤ
ッペ法であった。 
クライエントの受診が『性交後 72～
120 時間以内の場合』の EC の処方状況
は、「妊娠のリスクが高くなることを説
明して処方」が 6施設、「処方しない」
が 15 施設であった。『性交後 72～120
時間以内の処方』をしている 6 施設の
EC は、3 施設がノルレボ錠、3 施設が
ヤッペ法であった。 
ノルレボ錠を使用している 12 施設
の税別金額は、「1万円未満」が 2施設、
「1万～1万 5千円未満」が 1施設、「1
万 5 千～2 万円未満」が 7施設、「2 万
円以上」が 2施設であった。 
④ 緊急避妊診療時の指導状況 
緊急避妊診療時の男性の同伴を断る
施設はなかった。その付き添い方は、
「診療室への入室を断る」4施設、「女
性が希望すれば診療室まで付き添い可
能」が 16 施設、無回答が 1施設であっ



た。 
平均指導時間は、11.0（σ:±5.9）
分で、最短指導時間は 2 分、最長指導
時間は30分、最頻値は10分であった。
指導時間を 10 分毎に区切ってみてみ
ると、10 分未満が 4施設、10 分以上が
17 施設であった。8割の施設が 10 分以
上指導を行っていた。 
看護職の EC 使用時の指導への関与
は、「いつも」が 6 施設、「時間のある
時のみ」が 3施設、「必要なクライエン
トのみ」が 6施設、「関わっていない」
5施設、無回答 1施設であった。7割の
施設で看護職が指導に関与していた。 
看護職による今後の指導の希望につい
ては、「いつも希望」が 4 施設、「必要
時のみ希望」が 11 施設、「希望なし」
が 4施設、無回答が 2施設であった。 
 看護職が指導に関与している 15 施
設は、今後も看護職による指導を希望
していた。看護職が指導に関与してい
なかった 5 施設の内、4 施設は今後も
希望がなかったが、1 施設は必要な時
に看護職の指導を希望すると回答して
いた。全体で 7 割の施設で今後も看護
職による指導への関与を希望していた。 
EC 使用者への避妊効果の高い避妊法
〔ピル・銅付加 IUD・ホルモン付加 IUD
等（以下「効果の高い避妊法」）〕につ
いては、「強く勧めている」が 8 施設、
「勧める」が 8 施設で、8 割の施設が
効果の高い避妊法を勧めていた。 
効果の高い避妊法の使用開始について
は 15 施設から回答が得られた。4施設
でその後 50％以上のクライエントが
効果の高い避妊法を使い始め、1 施設
で 30%、8施設は 5～20％の割合で開始
していた。また、1 施設から「EC を使
用したクライエントの再診がないため、
不明」との回答があった。 
⑤ EC に対する情報提供方法 
EC についての情報提供は、21 施設と
も行っていた。提供の種類は、1 種類
である施設が 15 施設、2種類以上の方
法をとっていたのが 6 施設であった。
また、情報の提供方法は、「クライエン
トからの質問時」に応答するが 17 施設、
「パンフレット類の提供」が 5 施設、
「外来掲示板等での提供」と「望まな
い妊娠のリスクの高いクライエントへ
の情報提供」が 4施設、「その他」が 2
施設であった。その他として「中絶後
のクライエントに必ず行う」が 1 施設
であった。 
⑥ EC の適正な使用を阻害する要因と適
正使用に影響する要因いついての検討 
 緊急避妊診療の現状から A 県の EC
の適正な使用を阻害する要因と適正使
用に影響する要因について検討した。  
A 県は県内を４つの医療圏に分けて、

一次医療施設が地域の医療を担うシス
テムを構築している。その点で、4 つ
の医療圏すべてに、緊急避妊診療を実
施している施設が存在し、居住地の近
くで EC を入手できる環境にある。 
しかし、妊阻止率が高く副作用の少
ないノルレボ錠の処方が 6 割で、嘔吐
などの副作用が強く 1 回の内服後 12
時間後に再度内服する必要があるヤッ
ペ法を使用している施設も多いことか
ら、EC 使用によって妊娠を予防する効
果は、低くなることが考えられる。確
実な妊娠の予防を考えるとノルレボ錠
の普及が望まれる。しかし、ヤッペ法
の処方費用は約 1 万前後であるのに対
し、ノルレボ錠は1万5千～2万円で、
ヤッペ法より 1.5～2 倍高額である。
EC の使用者は一般的に若者が多く、
EC 費用が高額であると使用できない
なども考えられる。若者等高額の費
用を負担できにくいクライエントに
関しては、避妊に失敗した時に使用
可能であることも考えられる。 
EC 使用後は、今後の避妊法を再考
する機会であり、その後避妊効果の
高い避妊法へ移行する機会となりう
る。そのためには EC 使用時に今後の
避妊法について指導に適した時期で
ある。反面、クライエントは避妊に
失敗して動揺している時期でもあり、
長時間指導しても指導効果があがる
か不明である。E緊急避妊診療時の指
導は10分以上行うと避妊効果の高い
避妊法へ移行が高いとの研究結果も
あり、8割の施設で 10 分以上の指導
を行っていることはEC使用後に避妊
効果の高い避妊法を再考しやすい状
況であるといえる。しかし、EC 使用
後に避妊効果の高い避妊法への移行
は 50％前後であることから、指導に
関する工夫は必要であることが示唆
された。 
情報提供方法は、「望まない妊娠の
リスクの高いクライエントへの情報提
供」が 4施設に留まり、「クライエント
からの質問時」に応答するが 17 施設と
多く、積極的な情報提供はなされてい
ない現状であった。北村らの調査で緊
急避妊法の認知が 3 割ほどであること、
日本では、避妊法の 8 割が失敗率の高
いコンドーム法であることを考えると、
望まない妊娠のリスクの高いカップル
には、EC に関する情報提供をもっと行
ってもいいのではないかと考える。し
かし、安易な知識提供は、避妊法を使
用しない性行為に結びつくリスクもあ
り、避妊効果の高い避妊法選択に向け
ての指導の必要性が示唆された。 
⑦ 看護介入への示唆 
 看護スタッフは、なんらかの形で 7



割は、指導に関わり、医師からの関与
の希望があった。しかし、3 割の施設
で看護スタッフの指導の関与もなく、
指導への関与希望もなかった。今回の
研究では、その理由について調査はし
ていないが、高塚らの研究でも看護ス
タッフによる指導は避妊効果の高い避
妊法への移行が高くなることが明らか
になっており、看護スタッフが EC に関
する指導を EC 使用後、人工妊娠中絶後、
産後などに関与していけるような体制
ができるための方策についての検討の
必要性が示唆された。 
 

(2) 大学生の緊急避妊薬に対する知識と意
見 
① タイ国と比較できるための調査内容の
検討 
 タイの研究者と検討しながら、タイ
国と日本の EC の現状について研究で
きるための調査内容について検討した。 
最初の検討会でタイ側から男性参加を
考慮した調査内容にしてほしいとの要
望で調査内容について検討していたが、
タイ側から基本的な知識と意見に関す
る内容で研究を行いたいと再度変更の
依頼があり、タイ側と調査内容の検討
に関して時間を要したため、研究の進
行が大幅に遅れてしまった。 
② 質問紙の作成 
タイ国研究者と調査内容について、
検討を行い、最終的に学年や年齢、学
部、生活スタイル、宗教などの基本的
属性に関する 8項目、ECの使用や情報
に関する 12 項目、EC の基本的知識 11
項目と意見 17 項目の計 48 項目の内容
の質問紙を作成した。 
日本では EC の入手には女性が医療
機関を受診する必要がある。しかし、
タイ国では OTC として購入できること
から EC 入手時の行動に関しては、男女
とタイ国側で質問項目変更した。しか
し、それ以外は男女、タイ国側と共通
な質問項目とした。 
質問紙の検討は、タイ国研究者とは
英語で検討し、検討終了後にタイ国は
タイ語、日本は日本語に翻訳して、質
問紙を作成した。質問紙の検討と翻訳
は、平成 28 年 4月に完成した。 
③ プレテスト結果 
 9 月に男女各 20 名合計 40 名を対象
にプレテスト実施した。 
 女性 8名（回収率 40％）、男性 10 名
（回収率50％）の計18名（回収率45％）
であった。 
 対 象 者 平 均 年 齢 は 女 性 21.0
（σ:±1.7）男性 21.7（σ:±1.5）
であった。その他の背景は表１の通り
であった。 
 

  表 1 対象の基本的背景 
項目 女性 

n=8 
男性 
n=10 
合計 
n=18 

専攻 
 農学部 
 工学部 
 教育学部 

 
2 
5 
1 

 
1 
7 
2 

 
3 
12 
3 

学年 
 2 年生 
 3 年生 
 4 年生 

 
2 
5 
1 

 
0 
6 
4 

 
2 
11 
5 

生活スタイル 
 親と同居 
 友人と同居 
 1 人暮し 

 
0 
1 
7 

 
1 
0 
9 

 
1 
1 
16 

宗教 
 仏教 
 キリスト教 
 無 

 
2 
1 
5 

 
3 
0 
6 

 
5 
1 
17 

交際の有無 
 無 
 有 

 
5 
3 

 
8 
2 

 
13 
5 

性経験の有無 
 無 
 有 

 
3 
5 

 
6 
4 

 
9 
9 

 
EC の名称を知っていた者 14 名、使
用経験者 2 名、知らなかった者 2 名で
あった。 
 EC について知っていた者の 14 名の
情報源は中学の授業 7 名、高校の授業
3名、インターネットと友人が各2名、
パンフレットときょうだいが各 1 名で
あった。 
 EC の情報源として一番適切な方法
は、保健医療関係者 8 名、高校の授業
7名、パンフレット 2名、中学の授業 1
名であった。 
 病院受診時の気持ちは不安 8 名、恥
ずかしい 5 名、罪悪感 2 名、安心感 2
名、怖い 1 名であった。女性の気持ち
は、一番多かった気持ちは恥ずかしい
4名、不安 2名、罪悪感 1名であった。
男性は不安 8 名、恥ずかしい 5 名、罪
悪感 2名、安心感 2名、怖い 1 名であ
った。 
 EC 内服時の気持ちは予防できるか
不安 10 名、副作用 6名、安心 2名であ
った。男女ともに予防できるかが不安
が一番多かった。男性は安心と回答す
る者がいたが、女性はいなかった。 
 EC の費用負担は女性は女性自身が
負担する 5 名、パートナーと一緒に負
担する 3 名であった。男性はパートナ
ーと一緒に負担する 6 名、自分が負担
する 2 名、女性が負担する 2 名であっ
た。 
 EC 内服後の避妊についての相談は、
相談するかわからない 9 名、相談した
い 6 名、非常に相談したい 2 名、でき



れば相談したくない 1 名であった。男
女とも同様な回答であった。 
 今後の避妊についてのパートナーと
の話し合いは、男性は非常に相談した
い 7 名、相談したい 2 名、できれば相
談したくない 1 名であったが、女性は
わからない 5 名、非常に相談したい 2
名、相談したい 1名であった。 
 EC の知識の平均得点は 11 満点中女
性 は 7.9 （ σ:±1.9 ） 男 性 8.1
（σ:±1.7）であった。全員が正解
した項目は、「EC 内服後 3週間以内に
月経が開始しない場合は受診が必要
である。」「EC の複数回使用は禁句」
であった。正解率の悪かった項目は、
「性交後72～120時間にECを内服し
た場合の効果」で 15 名不正解であっ
た。次は「EC 内服後 2 時間以内の嘔
吐の場合の再度の内服」で 11 名、そ
の次が「胎児への影響」9名が不正解
であった。 
EC についての考えで「そう思う」
の得点が一番高い項目は「EC の使用
法を知るべきだ」、「EC 使用時の女性
の決定権」であった。次が「EC の知
識を持つことで、不必要な使用を防
ぐ」、次が「男性の決定権」であった。
得点の一番低い項目は「夫婦は EC の
知識を持つ必要がない」、次が「女性
は男性より EC についての知識がな
い」、次が「EC の知識を持つべきだ」
「EC 使用は性行為の増加につなが
る」であった。 
④ EC の適正な使用を阻害する要因と適
正使用に影響する要因いついての検討 
プレテストの結果では、大学生は EC
についての知識は低く、ECの使用のた
めの受診や EC の内服について不安を
持っていることが明らかになった。し
かし、EC 使用について肯定的な考えを
持っており、EC について正しい知識を
得ることで、適切な使用ができると考
えていた。 
⑤ 看護への示唆 
 若者は EC 使用するめの受診や EC の
内服について不安を持っているため、
受診時や内服時に不安を軽減できるよ
うに看護することが必要である。また、
EC についての正しい知識を普及し、正
しく使用できるようにサポートする必
要がある。 

(3) 今後の研究の方向性について 
 タイ国側の研究者の1名が退職となり、
その調整で研究の進行が遅くなり、研究
実施可能な時期は学年末のため大学生
への調査が実施困難になったため、研究
期間内では大学生の研究が完了しなか
った。今後、大学生対象の本調査を行い、
A 県の大学生の適性使用についてまとめ
る。その後タイ国研究者と一緒に日本と

タイ国の現状について比較し、EC の適正
使用についての要因を分析する。 
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